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第２章 地域福祉をめぐる下野市の現状と課題

１ 統計から見る市の現状

（ １） 人口や高齢化率の状況

総人口は、平成25 年の60,252 人をピークに、その後はゆるやかな減少傾向となって

います。平成28 年の総人口は60,073 人でピーク時から 179 人減少しました。

年齢3 区分別の人口比では、平成24 年から平成28 年にかけて 0～14 歳の人口比が

1.0 ポイント、15～64 歳の人口比が2.2 ポイント減少する一方、65 歳以上の人口比（ 高

齢化率）は3.2 ポイント上昇しています。下野市は国や県の平均よりも高齢化率は低く県内

でも若い市ですが、少子高齢化は確実に進んでいます。

■人口と年齢３区分別人口の推移

資料： 住民基本台帳（ 各年10 月1 日現在）

■年齢３区分別人口比の推移

資料： 住民基本台帳（ 各年10 月1 日現在）

8,683 8,573 8,407 8,299 8,069

39,669 39,323 38,967 38,578 38,239

11,888 12,356 12,869 13,338 13,765

60,240 60,252 60,243 60,215 60,073

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

14.4 14.2 14.0 13.8 13.4

65.9 65.3 64.7 64.1 63.7

19.7 20.5 21.4 22.2 22.9

0

20

40

60

80

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（％）

0～14歳 15～64歳 65歳以上（高齢化率）



第2 章 地域福祉をめぐる下野市の現状と課題

8 

■国・ 県と比較した高齢化率の推移

資料： 住民基本台帳（ 各年10 月1 日現在）

市内の4 中学校区別に年齢３区分別人口比を見ると、南河内第二中学校区で65 歳以上の

人口比（ 高齢化率） が16 .4％で最も低く 、最も高い南河内中学校区の27.5％とは11 .1％

の差があります。一方、平成23 年時点でのその差は14.0％であったことから年齢3 区分

別人口比における地域差は、平成23年からの5年間で縮小してきていることが分かります。

■地区別の人口構成

資料： 住民基本台帳（ 平成28 年9 月30 日現在）
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高齢化率を自治会別に見ると、0％から 40％以上と様々 で、市の中心部でも高齢化率の

高い地域があったり、周辺部でも高齢化率の低い地域がみられたりします。

■下野市の自治会区域ごとの高齢化率

資料： 生活支援コーディネーター※ 4

（ 平成28 年8 月24 日時点）

※ 4 地域において、高齢者の生活支援や介護予防の基盤整備のための調整を果たす者。
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（ ２） 世帯数と世帯あたり人員の状況

世帯数は、年間で300 世帯前後の増加が続いています。総人口は平成25 年以降減少傾

向となっているため、平成28 年の世帯あたり人員は2.59 人となっており平成24 年の

2.74 人から 0.15 人減少しました。

■世帯数と世帯当たり人員の推移

資料： 住民基本台帳（ 各年10 月1 日現在）
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（ ３） 子どもをめぐる状況

平成23 年から平成25 年まで本市の合計特殊出生率※ 5は、県の出生率よりもわずかに低

く推移する傾向を示していましたが、平成26 年には対前年で0.11 低下して1.31 となり、

平成27 年も 1.32 と同水準であったため、ゆるやかな増加傾向にある県との差は広がって

います。

■合計特殊出生率の推移

資料： 栃木県人口動態総覧

※ 5 1 人の女性が一生の間に生むと推計される子どもの数。
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保育園、幼稚園及び認定こども園※ 6を合わせた園児数は、平成24 年から徐々 に増加傾向

にあります。平成28 年には、平成24 年から 100 人増え1,999 人となりました。

■保育園、幼稚園、認定こども園の園児数の推移

資料： 保育行政調査（ 各年4 月1 日現在）

学校基本調査（ 各年5 月1 日現在）

保育所等早見表（ 各年４月１日現在）

保育園、幼稚園及び認定こども園の数は、15 から 17 箇所で推移しています。平成27 年

以降、保育園や幼稚園から認定こども園への移行が始まり、園の構成は徐々 に変化しています。

■保育園、幼稚園、認定こども園の数の推移

資料： 保育行政調査（ 各年4 月1 日現在）

学校基本調査（ 各年5 月1 日現在）

※ 6 幼児教育と保育を一体的に実施する施設。
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（ ４） 高齢者の状況

高齢者の世帯状況を見ると平成17 年からの10 年間で高齢者の単身世帯は1.9 倍、夫婦

ともに65 歳以上の高齢者夫婦世帯は1.8 倍に増加しています。平成27 年時点では、全世

帯の約14％は、高齢者の単身もしくは高齢者夫婦のみの世帯となっています。

■高齢者世帯状況の推移

資料： 国勢調査（ 各年10 月1 日現在）

要介護認定者は年々 増加しています。高齢者に占める認定者の割合（ 認定率） も上昇して

いることから、今後、高齢者人口の増加以上の割合で認定者の増加が予測されます。

■介護認定者数と認定率の推移

資料： 介護保険事業状況報告（ 各年4 月30 日現在）
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（ ５） 障がいのある方の状況

障害者手帳所持者は、平成24 年から平成26 年まで年間１00 人前後増加していました

が、その後は平成28 年まで同水準で推移しています。

■障害者手帳所持者数の推移

社会福祉課調べ（ 各年4 月1 日現在）

自立支援医療（ 精神通院医療） 受給者は、平成25 年以降530 人から 550 人台での推

移となっています。

■自立支援医療（ 精神通院医療） 受給者数の推移

社会福祉課調べ（ 各年4 月1 日現在）
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（ ６） 避難行動要支援者※ 7の状況

避難行動要支援者名簿への登録者は、年々 増加しています。平成28 年を見ると高齢者の

登録者は高齢者全体の33％、障害者手帳保有者の19％に相当しています。

■避難行動要支援者名簿登録者数の推移

高齢福祉課・ 社会福祉課調べ（ 各年4 月1 日現在）

※ 7 高齢者・ 障がい者など、災害発生時に自ら避難することが困難な人のこと。
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（ ７） 生活保護世帯等の状況

生活保護世帯は平成24 年からの2 年間で42 世帯増加し、平成26 年には312 世帯と

なりました。その後、ゆるやかですが依然として増加傾向にあります。

また、生活保護世帯全体に占める高齢者世帯及びその割合（ 高齢化率） は年々 増加してお

り、平成28 年には46.1％と半数近く を占めるまでになっています。

新たな制度として、平成27年度に開始された生活困窮者自立支援事業の初年度の実績は、

生活困窮者相談件数が81 件で就労件数が14 件となっています。

■生活保護世帯数の推移

社会福祉課調べ（ 各年3 月31 日現在）
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（ ８） 地域活動の状況

各年度において自治会加入世帯数は15,500 世帯前後ですが、加入率は年々 減少する傾

向が続いています。平成28 年の加入率は67.7％となっており平成24 年から 4.4 ポイン

ト低く なりました。

■自治会加入世帯数及び加入率の推移

市民協働推進課調べ（ 各年4 月1 日現在）

老人クラブ※ 8については、クラブ数及び会員数とも減少傾向が続いています。

■老人クラブ会員数及びクラブ数の推移

高齢福祉課調べ（ 各年3 月31 日現在）

※ 8 概ね60 歳以上の高齢者が自主的に参加・ 運営し、地域貢献活動にも取り組んでいる組織。
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平成24 年以降、ボランティア登録団体数は71 から 75 の間で推移していますが、登録

者は平成25 年から年々 増加する傾向となっています。

■ ボランティア登録者数及び登録団体数の推移

社会福祉協議会調べ（ 各年3 月31 日現在）

NPO法人※ 9数は年々 増加し、平成28 年には13 団体となり平成24 年の法人数からほ

ぼ倍に増加しました。

■ NPO法人数の推移

市民協働推進課調べ（ 各年4 月1 日現在）

※ 9 非営利で社会貢献活動や慈善活動を行う市民団体。
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民生委員・ 児童委員※ 10の活動については、平成24 年以降年間の活動日数、相談件数と

も多い件数で推移しています。また、近年では複雑・ 多様な相談が増加しています。

■民生委員・ 児童委員活動の推移

社会福祉課調べ（ 各年3 月31 日現在）

※ 10 民生委員法で規定された、市民の立場で社会福祉の増進に努める民間奉仕者。
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２ アンケート調査から見る市民意識の現状

（ １） 調査の概要

本調査は、下野市に在住の18 歳以上の市民2,000 人の方を対象に実施しました。実

施概要及び回収結果は以下のとおりです。

調査対象者数

区 分 調査対象者数 調査対象

18歳以上の男女 2,000人 年代別無作為抽出

実施概要

項目 詳細

調査対象地域 下野市全域

調査形式 アンケート調査

配布・回収方法 郵送配布・回収

調査時期 平成28年8月

回収結果

区 分 調査票配布数 有効回収数 有効回収率

18歳以上の男女 2,000 832 41.6%

（ ２） 調査結果の概要

● 福祉に「 とても関心がある」「 ある程度関心がある」と答えた人が76％います。
前回行った平成22 年の調査では「 とても関心がある」「 ある程度関心がある」 の合

計は80.6％でしたので、福祉に関心のある人の割合はやや少なくなっています。

■福祉への関心（ 単数回答、回答者数： 平成28 年832 人、平成22 年777 人）

55.1%

25.5%

11.6%
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57.9%
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とても関心がある

あまり関心がない

全く関心がない

無回答

平成22年

平成28年



第2 章 地域福祉をめぐる下野市の現状と課題

21 

● 「 自治会」 を「 地域」 と考える人が最も多く地域への愛着が「 大いにある」「 あ
る程度ある」 と答えた人は63.7％います。

「 地域」 と考える範囲を年代別に見ると 10～20 歳代では「 下野市全域」 が最も多

く なっています。地域への愛着がある人の割合、前回調査の69.2％からはやや低下し

ています。

■ 「 地域」 と考える範囲（ 単数回答、回答者数832 人）

■地域と考える範囲（ 年代別）

■地域への愛着（ 単数回答、回答者数： 平成28 年832 人、平成22 年777 人）

上段：回答数
下段：％

16 0 4 2 5 5 0 0
100.0% 0.0% 25.0% 12.5% 31.3% 31.3% 0.0% 0.0%
111 10 30 13 21 31 4 2

100.0% 9.0% 27.0% 11.7% 18.9% 27.9% 3.6% 1.8%
150 14 43 25 25 39 0 4

100.0% 9.3% 28.7% 16.7% 16.7% 26.0% 0.0% 2.7%
152 14 47 16 28 40 2 5

100.0% 9.2% 30.9% 10.5% 18.4% 26.3% 1.3% 3.3%
136 8 49 13 24 38 1 3

100.0% 5.9% 36.0% 9.6% 17.6% 27.9% 0.7% 2.2%
129 12 56 6 13 34 2 6

100.0% 9.3% 43.4% 4.7% 10.1% 26.4% 1.6% 4.7%
83 15 34 4 4 19 0 7

100.0% 18.1% 41.0% 4.8% 4.8% 22.9% 0.0% 8.4%
50 15 15 3 2 9 1 5

100.0% 30.0% 30.0% 6.0% 4.0% 18.0% 2.0% 10.0%

70歳代

80歳以上

小学校区 中学校区

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

合計 隣り近所 自治会
下野市
全域

その他 無回答

33.4%

25.8%

14.9%

10.7%

9.9%

1.2%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40%

自治会

下野市全域

中学校区

隣り近所

小学校区

その他

無回答

49.9%

15.6%

19.3%

8.4%

1.4%

5.4%

46.5%

20.0%

17.2%

8.7%

3.0%

4.7%

0% 20% 40% 60%

ある程度ある

どちらともいえない

大いにある

あまりない

全くない

無回答

平成22年

平成28年
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● 普段の隣り近所との付き合いは「 立ち話」 や「 あいさつ」 をする程度が62.6％
です。

年代別で見ると年代の高まりとともに「 常日頃から、家族ぐるみの付き合いがある」

といった深い関係への回答が高くなっています。

■普段の隣り近所との付き合いの程度（ 単数回答、回答者数832 人）

上段：回答数
下段：％

16 3 1 0 2 8 0 2 0
100.0% 18.8% 6.3% 0.0% 12.5% 50.0% 0.0% 12.5% 0.0%
111 4 7 1 14 63 18 1 3

100.0% 3.6% 6.3% 0.9% 12.6% 56.8% 16.2% 0.9% 2.7%
150 14 5 6 37 69 15 0 4

100.0% 9.3% 3.3% 4.0% 24.7% 46.0% 10.0% 0.0% 2.7%
152 4 7 10 46 67 11 2 5

100.0% 2.6% 4.6% 6.6% 30.3% 44.1% 7.2% 1.3% 3.3%
136 6 12 17 41 49 3 1 7

100.0% 4.4% 8.8% 12.5% 30.1% 36.0% 2.2% 0.7% 5.1%
129 11 16 18 36 26 5 3 14

100.0% 8.5% 12.4% 14.0% 27.9% 20.2% 3.9% 2.3% 10.9%
83 14 15 6 23 18 0 0 7

100.0% 16.9% 18.1% 7.2% 27.7% 21.7% 0.0% 0.0% 8.4%
50 9 4 6 10 10 2 1 8

100.0% 18.0% 8.0% 12.0% 20.0% 20.0% 4.0% 2.0% 16.0%

付
き
合
い
が
ほ
と
ん
ど
な
い

無
回
答

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

一
緒
に
お
茶
を
飲
ん
だ
り

、

留
守
を
す
る
と
き
に
声
を
か

け
あ
う

た
ま
に
立
ち
話
を
す
る
程
度

会
え
ば
あ
い
さ
つ
を
か
わ
す

程
度

そ
の
他

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

常
日
頃
か
ら

、
家
族
ぐ
る
み

の
付
き
合
い
が
あ
る

困

っ
て
い

る
と

き

（
病

気

、
悩
み

、
事

故
な
ど

）

に

、
相
談

し
た

り

、
助
け
合

っ
た

り
す

る

合
計

37.4%

25.2%

8.2%

7.9%

7.7%

6.6%

1.2%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40%

会えばあいさつをかわす程度

たまに立ち話をする程度

困っているときに、相談したり、助け合ったりする

常日頃から、家族ぐるみの付き合いがある

一緒にお茶を飲んだり、留守をするときに声をかけあう

付き合いがほとんどない

その他

無回答
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● 地域の問題点として約3 割の人は「 緊急時の対応体制がわからない」 と回答し
ています。また、ほぼ4 割の人は「 防犯や防災など地域の安全を守ること」 を

地域住民が取り組むべきことと考えています。

地域の中での問題点では、世代間や隣り近所との交流といった「 交流」 についての回

答も多くなっています。また、地域住民が取り組むべき課題では、高齢者に関すること

や子育て支援も多く上がっています。

■地域の問題点（ 複数回答、回答者数832 人）

■地域住民が取り組むべき課題や問題（ 単数回答、回答者数832 人）

28.2%

23.6%

21.9%

17.2%

16.3%

13.3%

11.7%

10.6%

6.7%

6.4%

5.3%

4.1%

0.7%

10.5%

10.3%

0% 10% 20% 30%

緊急時の対応体制がわからない

世代間の交流が少ない

隣り近所との交流が少ない

交通マナーの乱れ

地域の中で集まれる場が少ない

地域の活動が活発でない

あいさつをしない人が多い

道ばたのごみが増えた

障がいのある人に対する理解が不足している

犯罪の増加

健康に対する意識が低い

地域での子ども見守りがなされていない

子どもや高齢者、障がいのある人に対する虐待を見たり聞いたりする

その他

無回答

39.1%

29.7%

26.1%

22.6%

17.1%

16.8%

13.9%

12.1%

12.1%

11.7%

5.0%

13.9%

2.3%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

防犯や防災など地域の安全を守ること

高齢者の社会参加や生きがいづくり

高齢者世帯の生活支援

共働き家庭の子育て支援

生活習慣病予防など健康づくりへの取り組み

青少年の健全育成

乳幼児期の子育て支援

母子家庭や父子家庭の子育て支援

障がいのある人への生活支援

障がいのある人の社会参加や生きがいづくり

子どもや高齢者、障がいのある人などへの虐待対策

特にない

その他

無回答
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● 日常生活で起こる問題の解決は「 できるだけ住民同士で」が45 .8％で最も多い
回答です。

ただし、前回調査結果の47.7％からはやや低くなっており「 地域のことに熱心な人

たちが考えてくれるので、その人たちにまかせておきたい」 が増えています。

■良いと思う日常生活の問題の解決法
（ 単数回答、回答者数： 平成28 年832 人、平成22 年777 人）

● 「 地域福祉計画」 及び「 地域福祉活動計画」 の認知度は、いずれも 10％前後で
す。

「 下野市地域福祉計画」及び「 下野市地域福祉活動計画」ともに一層の周知が必要です。

■下野市地域福祉計画の認知度 ■下野市地域福祉活動計画の認知度
（ 単数回答、回答者数832 人） （ 単数回答、回答者数832 人）

47.7%

33.6%

7.3%

6.4%

4.9%

45.8%

33.7%

10.3%

5.5%

4.7%

0% 20% 40% 60%

自分たちの生活に関わることだから、

できるだけ住民同士で協力して解決したい

行政に解決してもらえるように、

積極的に要求していきたい

地域のことに熱心な人たちが考えてくれるので、

その人たちに任せておきたい

その他

無回答
平成22年

平成28年

63.0%

24.8%

9.9%

1.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

知らない

聞いたことはある

少し知っている

よく知っている

無回答

67.2%

21.8%

8.3%

1.1%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80%

知らない

聞いたことはある

少し知っている

よく知っている

無回答
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● 地域活動やボランティア活動に取り組んだことのない人が4 割以上いますが、
今後、ボランティア活動に取り組んでもよいと考える人は7 割近くいます。

■ ボランティア活動に取り組んだ経験（ 単数回答、回答者数832 人）

■今後のボランティア活動へ取り組む意向（ 単数回答、回答者数832 人）

保有する専門的知識や技能別にボランティア活動への参加意向を見ると「 積極的に取

り組んでいきたい」 と回答した人は「 学習指導」 や「 スポーツ指導」 の知識・ 技能を持

っている人に多く 「 できるだけ取り組んでいきたい」 と回答した人では「 農業・ 園芸」

の知識・ 技能を持っている人「 機会があれば取り組んでもよい」 と回答した人では「 介

護・ 看護」 の知識・ 技能を持っている人が最も多くなっていました。

43.6%

17.5%

12.7%

11.8%

10.9%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

取り組んだことはない

取り組んだことはあるが、現在は

ほとんどしていない

たまに、取り組むことがある

取り組むことができない

現在、継続的に取り組んでいる

無回答

49.0%

16.3%

14.3%

13.0%

2.0%

5.3%

0% 20% 40% 60%

機会があれば、取り組んでもよい

あまり取り組みたくない

できるだけ取り組んでいきたい

取り組むことができない

積極的に、取り組んでいきたい

無回答
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■ ボランティアへの参加意向（ 保有する専門的知識や技能別）
＊各グラフ中のNは回答者数を示しています

5.0%

10.0%

45.0%

20.0%

10.0%

10.0%

大工・リフォーム（N=20）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができない

無回答

1.6%

28.1%

34.4%

10.9%

14.1%

10.9%

農業・園芸（N=64）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んでい

きたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができない

無回答

2.0%

14.3%

49.0%

16.3%

13.0%

5.3%

全体（N=832）

積極的に取り組んでいきたい

できるだけ取り組んでいきたい

機会があれば取り組んでもよい

あまり取り組みたくない

取り組むことができない

無回答

0.0%

9.8%

61.0%

14.6%

12.2%

2.4%

経理・会計（N=41）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んでい

きたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができない

無回答

4.4%

11.1%

57.8%

17.8%

8.9%

0.0%

生産管理・品質管理（N=45）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んでい

きたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができない

無回答
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0.0%

15.6%

55.6%

6.7%

15.6%

6.7%

調理（N=45）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができな

い
無回答

0.0%

10.7%

63.1%

8.3%

15.5%

2.4%
介護・看護（N=84）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができな

い
無回答

4.0%

16.0%

48.0%

16.0%

8.0%

8.0%

デザイン・書道（N=25）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができな

い
無回答

3.8%

14.2%

50.9%

18.9%

8.5%

3.8%

パソコン（N=106）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができな

い
無回答

8.5%

19.1%

51.1%

10.6%

8.5%

2.1%
学習指導（N=47）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができな

い
無回答

8.3%

22.2%

58.3%

5.6%

5.6% 0.0%
スポーツ指導（N=36）

積極的に取り組んでい

きたい
できるだけ取り組んで

いきたい
機会があれば取り組ん

でもよい
あまり取り組みたくない

取り組むことができない

無回答
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● 福祉サービスの情報を「 十分入手できている」 及び「 十分ではないが入手でき
ている」 と回答した人と「 ほとんど入手できていない」 と回答した人が同じく

らいいます。

入手できている人の7 割以上が、福祉サービスに関する情報源として「 市役所の窓口

や広報紙」 をあげています。また、情報の入手ができていない人のうちの約7 割が「 ど

こで信頼できる情報を得たらよいかわからない」 と回答しています。

■福祉サービス情報の入手状況（ 単数回答、回答者数832 人）

■福祉サービスについての情報源（ 複数回答、回答者数832 人）

■情報が得られない理由（ 複数回答、回答者数832 人）

35.3%

31.7%

24.0%

1.9%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40%

ほとんど入手できていない

十分ではないが、入手できている

今のところ情報を得る必要がない

十分入手できている

無回答

71.8%

25.0%

23.2%

17.5%

17.1%

13.2%

10.7%

10.0%

8.6%

3.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

市役所の窓口や広報紙

インターネット

隣り近所の人・知人・友人

居宅介護支援事業者やホームヘルパー

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

社会福祉協議会

地域子育て支援センター

地域包括支援センター

民生委員児童委員

その他

無回答

68.4%

22.8%

15.6%

5.8%

4.8%

7.5%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80%

どこで信頼できる情報を得たらよいかわからない

情報が難しすぎて、よくわからない

情報量が少なすぎる

情報提供が遅い

情報量が多すぎる

その他

無回答
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● 成年後見制度※ 11及び生活困窮者自立支援制度ともに認知度は低い状況にありま

す。

成年後見制度では約2 割、生活困窮者自立支援制度では4 割弱の人が「 言葉も聞い

たことがないし、制度も全く知らない」 と回答しています。

■成年後見制度の認知度（ 単数回答、回答者数832 人）

■生活困窮者自立支援制度の認知度（ 単数回答、回答者数832 人）

※ 11 認知症高齢者など、判断能力が不十分な人の財産管理などを代理人が行う制度。

37.4%

31.0%

22.4%

2.6%

0.7%

0.1%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40%

制度は知っているが、活用する必要がない

言葉は聞いたことがあるが、制度のことは知らない

言葉も聞いたことはないし、制度もまったく知らない

制度を活用したいが、どのような手続きをしたらよい

のかわからない

制度を活用している

申立てをしている

無回答

36.9%

36.9%

14.9%

6.9%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40%

言葉は聞いたことがあるが、制度のことは知らない

言葉も聞いたことはないし、制度もまったく知らない

制度は知っているが、相談窓口は知らない

制度や相談窓口についても知っている

無回答
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● 市の保健福祉施策（ サービス） については、充実していると感じる人が増えて
います。

「 とても充実している」「 まあまあ充実している」 を合わせた回答は6 割を超え、前

回調査から大きく上昇しました。

■市の保健福祉施策について
（ 単数回答、回答者数： 平成28 年832 人、平成22 年777 人）

● 市の保健福祉施策をより充実していくために重要と考える施策では「 気軽に相
談できる場の充実」「 健康や福祉についての情報提供の充実」「 子育て環境の充

実」「 交通の利便性の確保」 が多く望まれています。

■市の保健福祉施策の充実のために重要な施策（ 3 つまで選択、回答者数832 人）

48.5%

26.4%

4.8%

4.6%

15.7%

59.9%

20.9%

5.5%

2.5%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80%

まあまあ充実している

あまり充実していない

充実していない

とても充実している

無回答
平成22年

平成28年

27.4%

26.1%

25.8%

20.4%

19.5%

18.0%

17.9%

17.7%

16.7%

15.5%

14.7%

13.9%

7.2%

1.3%

7.8%

0% 10% 20% 30%

人が集まり、気軽に相談できる場を充実させる

健康や福祉についての情報提供を充実させる

安心して子どもを生み育てられる子育て環境を充実させる

交通の利便性の確保をすすめる

健康づくりや生きがいづくりが盛んなまちづくりをすすめる

高齢者や障がいのある人が地域で活動できる機会をつくる

高齢者、障がいのある人、児童の施設サービスを充実させる

隣り近所など、周囲の理解と協力による見守りなどの支援を行う

市民がお互いに支え合い助け合えるまちづくりをすすめる

自宅での生活を支援する在宅福祉サービスを充実させる

手当てなど金銭的な援助を充実させる

道路の段差解消など、バリアフリー化をすすめる

ボランティア団体など市民活動への援助を充実させる

その他

無回答
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● 地域との関わりの中で考える『 幸福』 として安心感や日ごろの関係をあげた人
が多くいます。

「 いざという時は、支えられるという安心感があること」 がほぼ6 割、次いで「 地域

の人と日常的にあいさつする関係があること」を5 割の人があげています。安心感や日

頃の関係に「 幸福」 を感じる人が多い結果と考えられます。

■地域との関わりの中で幸福と考えること（ 複数回答、回答者数832 人）

以上の結果から市民の地域への愛着意識や日常生活上の「 互助」 意識がやや希薄化して

いること、市民は「 防犯や防災などから地域をまもること」 を暮らしの安心のために最も

大きな地域の課題と考えていること、具体的な福祉制度についての認知度は必ずしも高く

ないことが明らかとなりました。

そのため、第２期地域福祉計画及び地域福祉活動計画の策定にあたっては、以下の点に

力を入れることが必要になります。

 市民の互助意識高揚のために引き続き「 地域づく り」 の施策を推進すること

 安全な暮らしを求める市民意識に応えるため、引き続き「 まちづく り」 の施策を

推進すること

 福祉サービスの更なる充実を図るとともに、サービス情報提供の仕組を充実する

こと

59.5%

50.4%

31.7%

27.8%

23.0%

20.6%

18.3%

1.3%

6.5%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80%

いざという時は、支えられるという安心感があること

地域の人と日常的にあいさつする関係があること

地域に、困りごとを相談できる人がいること

地域に、気軽にものごとを頼み頼まれる関係があること

日ごろ、見守られていると思えること

地域に、自分が貢献できる役割があること

地域に、みなで取り組める行事があること

その他

わからない

無回答
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３ 住民懇談会から見る現状

市民に地域福祉や地域福祉計画及び地域福祉活動計画について理解を深めていただく と

ともに、地域における福祉課題を把握し、「 第２期地域福祉計画及び地域福祉活動計画策定」

に向け、基礎となる資料を得ることを目的としてワークショップ※ 12形式の住民懇談会を実

施しました。

【 日程・ テーマ】

全3 回開催。各回のテーマと狙いは以下のとおりです。

各回とも、下野市保健福祉センターゆうゆう館で実施しました。

開催日時 テーマ 狙 い

第1 回 9 月17 日（ 土）

午前9 時30 分

～正午

地域の良い点と課題

について話し合いま

しょう。

改めて地域を見つめ、その良い点・ 改善し

たい点に関し思い思いにご意見を頂いた

のち、それらを整理することで地域の課題

について、クリアなイメージを持っていた

だくこと。

第2 回 9 月24 日（ 土）

午前9 時30 分

～正午

地域の課題に対して

私たちが取り組める

ことを話し合いまし

ょう。

第1 回で整理された内容を素材として、そ

の課題の解決の仕方について「 地域福祉」

の考え方を踏まえて検討していただく こ

と。

第3 回 10 月2 日（ 日）

午前9 時30 分

～正午

私たちのできる取組

と、地域福祉計画及び

地域福祉活動計画の

関係を考えてみまし

ょう。

第 2 回で検討された課題解決の内容を、

「 下野市地域福祉計画」及び「 下野市地域

福祉活動計画」の事業・ 施策と関連付けな

がら検討していただき計画についての理

解を深めていただく こと。

【 結果のまとめ】

懇談会の結果から、第２期計画の施策につながる方向性が以下のとおり見えました。

■ 「 地域づく り」 に関して
子ども、高齢者、障がい者も含めた世代間交流の推進

地域のつながりが希薄化してきているという多くのご意見から、世代を越えて誰もが参

加できるような行事などを増やすという方向性が示されました。

世代間交流などで市民の顔が見える地域づく りの醸成

自治会の中には、市民のことは全てわかるところから集合住宅や転出入が頻繁で隣り近

所の顔が見えない地域まであります。地域の特性や市民のライフスタイルに配慮した交流

の機会を広げ市民の顔の見える地域づく りにつながる取組が求められます。

※ 12 様々 な立場の人が、自由に意見を出し合い、課題への提案をまとめ上げていく場や作業。
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■ 「 まちづく り」 に関して
市民の知識や経験をまちづく りに活かす取組の推進

高齢者など、多くの知識や豊かな経験を持つ人の潜在力をまちづく りに活かす取組を検

討していく必要があります。

地域で災害に備えるための話し合いや避難訓練の実施

万一に備えたまちづく りが求められており、地域での避難訓練や災害についての懇談会

の実施、自主防災組織の立ち上げ等が必要とされました。

また、行政に対しては、災害に備え、地域住民が主体的に、かつ迅速に行動できるよう

情報提供することが求められました。

■ 「 しくみづく り」 に関して
福祉人材の育成につながるボランティア講座の実施

地域における支え合い活動を推進するために重要な地域リーダーやボランティアの育

成や確保に課題があるため、高齢者の経験や知識をボランティアに生かす取組やボラン

ティア講座の開催が求められています。

ワークショップ形式の住民懇談会
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４ 団体ヒアリングから見る現状

「 第2 期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」策定のための基礎資料を得る目的で、

市内介護保険施設、障がい者福祉施設、児童福祉施設等の社会福祉事業者及び福祉推進実践

者を対象に現在の課題や施策等の状況を把握し今後の改善に向けた提案等についてヒアリ

ングによる調査を実施しました。

【 日程・ 調査の内容】

調査は平成28 年10 月に実施し以下の内容についてうかがいました。

項 目 主な調査内容

団体等について
団体名、活動期間、人数、活動の圏域、活動の目的、活動の対象

活動の内容、連携している団体

団体等の活動について

悩んでいる問題点・ 課題等、連携を図る上での課題

感じている地域の福祉課題、今後新たに取り組みたい活動

今後連携したいと考える団体と取り組みたいこと

ご意見・ ご要望について
下野市社会福祉協議会や市へのご意見・ ご要望・ ご提案等

その他のご意見

【 結果のまとめ】

団体の課題や地域の福祉課題、市や社協へのご要望やご提案から第２期計画の施策につ

ながる方向性が以下のとおり見えました。

■ 「 地域づく り」 に関して
高齢者の状況に応じた働きかけ

一人暮らし高齢者が増加していますが過去につながりのなかった高齢者との向き合い

方には配慮が必要です。また、行事への参加を実現するポイントとして、行事会場への交

通手段の確保も同時に行う必要があります。

■ 「 まちづく り」 に関して
空き家の利活用の推進

地域で増えている空き家の利活用を進め、防犯対策にもつなげる必要があります。

活動拠点となる施設の充実

長期休みの際の子どもたちの居場所、重度障がい者の居場所、団体活動をする際の拠点

など、今後のニーズの増大を見据えた施設の充実が求められています。

■ 「 しくみづく り」 に関して
団体リーダーの世代交代をスムーズに行うしくみの構築、若手人材の発掘と育成

多くの団体で、会員の高齢化や後継となる若手が不足して世代交代がうまく進まない現

実があります。若手の人材を発掘して計画的に育て、リーダーの世代交代を進めるしくみ

が必要とされており、人材の発掘や育成については社会福祉協議会に期待が寄せられてい

ます。
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５ 第１期計画の推進状況

「 下野市地域福祉計画」 及び「 地域福祉活動計画」（ 第１期計画） に盛り込まれた事業につ

いて、以下の達成度基準に従って、まず担当部門が自己評価を行い、その後に策定委員会の評

価を受けました。

これからの計画づく りのため、可能な限り市民の視点を取り入れた評価に努めた結果、達成

度Aの事業はなく 、Bと Cの合計が地域福祉計画で100 .0％、地域福祉活動計画で97.9％

という結果となりました。

【 地域福祉計画】

【 地域福祉活動計画】

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

45.8%

25.0%

64.3%

12.5%

52.1%

75.0%

32.1%

87.5%

2.1%

0.0%

3.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（事業数48）

基本目標１

ふれあい、支え合い、助け合いの

輪が広がる地域づくり

（事業数12）

基本目標２

安全・安心な暮らしやすいまちづくり

（事業数28）

基本目標３

地域福祉を推進するためのしくみづくり

（事業数8）

A B C D

＜達成度基準＞

Ａ： 目標を達成した施策・ 事業 ＊実績が設定目標に到達、又は超過した事業

Ｂ： 目標に向けて向上した、もしくは継続している施策・ 事業

＊実績の内容に、策定時よりも改善が見られる事業

Ｃ： 現状維持の施策・ 事業 ＊計画策定時から継続して推進している事業

Ｄ： 後退した、廃止した施策・ 事業

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

83.9%

85.7%

94.1%

57.1%

16.1%

14.3%

5.9%

42.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（事業数31）

基本目標１

ふれあい、支え合い、助け合いの

輪が広がる地域づくり

（事業数7）

基本目標２

安全・安心な暮らしやすいまちづくり

（事業数17）

基本目標３

地域福祉を推進するためのしくみづくり

（事業数７）

A B C D
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地域福祉計画では、基本目標3 の事業に現状維持の施策・ 事業という達成度Cが多くなっ

ており、具体的には広報・ 啓発活動や関係機関との連携等があります。

地域福祉活動計画では全体の52.1％が「 計画策定時から継続して推進している現状維持の

事業」 にあたる達成度C の評価となっています。基本目標１では、地区社協に関係する拠点

づく りと地域コミュニティとの連携や三世代交流事業、見守り活動等が、また、基本目標２で

は生きがいづく り、バリアフリー※ 13に関係する事業で達成度がCとなっています。基本目標

３では、福祉活動の助成や地域リーダー、ボランティアリーダーの育成、関係機関との連携に

関するしくみづく りに関する事業が達成度Cとなりました。

事業の今後の方向性については、全体の96.2％が「 継続」 となりました。第２期計画の策

定にあたっては、その内容を精査した上で具体的取組へと反映させていきます。

【 地域福祉計画】

【 地域福祉活動計画】

※ 13 ハンディキャップのある人にとっての、あらゆる障壁（ バリア） が取り除かれた状態。

95.8%

91.7%

96.4%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.2%

8.3%

3.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（事業数48）

基本目標１

ふれあい、支え合い、助け合いの

輪が広がる地域づくり

（事業数12）

基本目標２

安全・安心な暮らしやすいまちづくり

（事業数28）

基本目標３

地域福祉を推進するためのしくみづくり

（事業数8）

継続 見直し 廃止

96.8%

100.0%

94.1%

100.0%

3.2%

0.0%

5.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（事業数31）

基本目標１

ふれあい、支え合い、助け合いの

輪が広がる地域づくり

（事業数7）

基本目標２

安全・安心な暮らしやすいまちづくり

（事業数17）

基本目標３

地域福祉を推進するためのしくみづくり

（事業数７）

継続 見直し 廃止
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■第１期計画の事業一覧
地域福祉計画

基本目標 施策・ 事業 事業名 評価 今後

１

ふれあい、
支え合い、
助け合いの
輪が広がる
地域づく り

ふれあい交流の促進 地域ふれあいサロン※ 14事業 B 継続

既存施設を活用した拠点
づく り

公民館の管理運営 B 継続

生涯学習情報センターの管理運営 B 継続

ふれあい館・ ゆうゆう館・ きらら館の管理運
営

B 継続

地域を支え、育むコミュニ
ティづく り

コミュニティ推進協議会の支援 B 継続

自治会公民館建設費補助 C 継続

支え合いネットワークの
構築

見守りネットワーク等の事業 B 継続

２

安全・ 安心
な暮らしや
すいまちづ
く り

生きがいづく り
シルバー人材センター管理運営支援 B 継続

老人クラブ活動の支援 C 継続

健康づく り
スポーツを楽しむ機会の提供 B 継続

健康づく り、健康診査、がん検診の推進 B 継続

バリアフリーの推進 自治医大駅バリアフリー整備事業 B 継続

生活環境の充実 廃棄物監視員の設置 B 継続

防犯・ 防災体制の充実

自主防災組織の育成強化 B 継続

災害時要援護者の支援体制整備 B 継続

安否確認システム貸与事業 B 継続

防犯灯の整備 B 継続

交通指導員の配置 B 継続

スクールガードへの支援 B 継続

福祉サービスの充実 福祉タクシー等の事業 B 継続

保健・医療・ 福祉の連携体
制の強化

地域医療の体制強化等の事業 B 継続

相談・情報提供体制の充実

地域包括支援センター※ 15の運営 B 継続

地域情報化の推進 B 見直し

障がい者相談支援センターの運営 B 継続

３

地域福祉を
推進するた
めのしく み
づく り

福祉・ 人権教育の推進 人権擁護委員の設置と支援 C 継続

広報・ 啓発活動 広報紙、ホームページを活用した情報提供等 C 継続

地域リーダーの育成
セカンドステージ支援事業 B 継続

しもつけまちづく り市民大学 B 継続

ボランティアとボランテ
ィアコーディネーター機
能の強化

ボランティア及びボランティアコーディネー
ターの育成

B 継続

連携・ 協力体制の強化 関係機関との連携による地域福祉の向上 C 継続

多様な活動主体の周知・
PR

ふく しフェスタ等での周知・ PR事業 B 継続

※ 14 市民が主体で運営していく 、新しい仲間づく り、ふれあい交流の場。
※ 15 高齢者等が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよう、包括的、継続的な支援を行う組織。
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地域福祉活動計画

基本目標 施策・ 事業 事業名
評

価
今後

１

ふれあい、
支え合い、
助け合いの
輪が広がる
地域づく り

ふれあい交流の促進

ふれあいふく し運動会の開催 B 継続

ふれあいサロンの充実 C 継続

出会いふれあいサービス事業の実施 C 廃止

花まつり招待事業の開催 C 継続

ふく しフェスタの開催 B 継続

親子ふれあい事業の開催 B 継続

障がい児者交流事業の開催 C 継続

三世代交流事業の実施 C 継続

既存施設を活用した拠点
づく り

地区社協の整備を図るための拠点づく り C 継続

地域を支え、育むコミュテ
ィづく り

地区社協を主軸とした地域コミュニティと
の連携

C 継続

支え合いネットワークの
構築

登下校時における子どもたちの見守り活動 C 継続

ひとり暮らし高齢者の見守り活動 B 継続

２

安全・ 安心
な暮らしや
すいまちづ
く り

生きがいづく り

市老人クラブ連合会※ 16の加入促進 C 継続

高齢者サロン事業の支援 D 廃止

障がい者スポーツ教室の実施 B 継続

健康づく り

地域住民への健康講座の実施 B 継続

一般向け筋力トレーニング事業の実施 B 継続

市老人クラブ連合会を対象とした健康づく
り事業

B 継続

バリアフリー

福祉マップの作成 B 継続

外出支援サービス（ 移送サービス事業） C 継続

手話講習会の開催 C 継続

点字・ 音訳等による情報提供と育成 C 継続

防犯・ 防災体制の充実

災害ボランティアマニュアルの作成 B 継続

災害ボランティア養成講座の開催 B 継続

安否確認システムの活用 B 継続

福祉サービスの充実

介護保険事業（ 居宅・ 訪問・ 通所介護）の実
施

B 継続

障害者総合支援法（ 居宅介護等）事業の実施 B 継続

日常生活自立支援事業※ 17における相談の
実施

B 継続

福祉バスの運行 C 継続

手押し車の購入助成 B 継続

就労継続支援Ｂ型事業の実施 B 継続

福祉タクシー事業
（ 福祉タクシー事業の実施）

B 継続

福祉用具等の貸出し事業 C 継続

※ 16 県老人クラブ連合会と連携を図り、老人クラブの活動の支援や地区活動を行う組織。
※ 17 判断能力が不十分で親族などの支援もない人の、在宅での自立生活を可能とする仕組。
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基本目標 施策・ 事業 事業名
評

価
今後

２

安全・ 安心
な暮らしや
すいまちづ
く り 相談・情報提供体制の充実

心配ごと相談所の開設 B 継続

無料法律相談事業の実施 B 継続

地域包括支援センター事業の実施 B 継続

生活福祉資金貸付事業 C 継続

ボランティアセンター※ 18における相談・情
報提供

C 継続

社協だより・ 市広報紙・ ホームページによ
る情報発信

B 継続

小口資金貸付事業 C 継続

３

地域福祉を
推進するた
めのしく み
づく り

福祉・ 人権教育の推進

ふく し移動講座の開催 B 継続

福祉活動助成事業（ 小・ 中・ 高等学校） C 継続

安全帽子の給付事業（ 小学校新入生） C 継続

地域リーダーの育成
ボランティアリーダー育成の各種講座の開
催

C 継続

ボランティアとボランテ
ィアコーディネート機能
の充実

ボランティアセンターにおけるコーディネ
ート機能の充実

C 継続

ボランティア活動保険の加入促進 C 継続

ボランティア連絡協議会※ 19への支援 C 継続

連携・ 協力体制の強化 関係機関との連携による地域福祉の向上 C 継続

※ 18 ボランティア活動に関する様々 な相談を受け、情報提供や各種講座の開催などを行う組織。
※ 19 加入者に学習機会を提供し、ボランティア活動の発展と地域福祉の向上を目指す団体。
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６ 下野市の地域福祉をめぐる課題

下野市の状況やアンケート調査、住民懇談会、団体ヒアリング及び第１期計画の推進状況な

どから地域福祉に関する市の主要な課題が明らかになりました。これらの課題を、第１期計画

の基本目標が示す分類である（ １） 地域づく り（ ２） まちづく り（ ３） しくみづく りに沿って

まとめます。

（ １） ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づく り

下野市内中学校区ごとの市民意識の隔たりは、5 年前の前回調査時よりも全般的に縮小し

てきていることがアンケート結果で示されています。

住民懇談会では、集合住宅に住む人や若い人との間に自治会への参加や地域での交流に関

する意識の違いが指摘されており、そうした人との交流をいかに広げていくかが課題となっ

ています。

地域において、高齢者の交流が減っているとの意見が懇談会で出されていることから、子

どもから若者、障がい者や高齢者まで異なる世代の人が交流できる機会の創設と、参加者を

集める工夫が求められます。

地域への愛着意識と日常生活上の課題解決をできるだけ住民同士で行う「 互助」の意識が

5 年前の調査結果よりもやや低下している現状があることから、地域での交流の機会・ イベ

ント等を契機として、日常的な交流活動を地域に広げることが必要となっています。

（ ２） 安全・ 安心な暮らしやすいまちづく り

地域住民が取り組むべき課題は「 防犯や防災など地域の安全を守ること」 と考える人が最

も多い一方で、「 緊急時の対応体制がわからない」 という人も多く 、安全で安心な暮らしを

求める住民意識と現実が相反している状況が明らかになっています。

住民懇談会では、市民の取組として地域で災害についての話し合いや避難訓練、災害時に

備えての備蓄をするなどの意見が出されましたが、行政にも地域の特性を踏まえて防災の地

域懇談会を開催し、地域特性に沿った防災知識の周知を図ることが求められています。

更にアンケートでは、災害に備えて「 下野市」 としてのネットワークづく りを求める声も

あがっています。また、増える空き家について、防犯や衛生の面から問題であると指摘がさ

れています。

高齢者がいきいきと暮らせるまちづく りの点からは、元気な高齢者が活躍できる場の不足

や、行動するために必要とする交通手段の確保の難しさ、利用のしづらさなどの問題があり

ます。多くの知識や豊かな経験を持った高齢者の力をまちづく りに活かしていただく ことは、

ご自身の生きがいづく りにもつながるため、解決が急がれる問題です。
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（ ３） 地域福祉を推進するためのしくみづく り

市の保健福祉サービスが充実していると回答した人は、前回調査よりも大きく増加しまし

た。しかし、必要な福祉サービスの情報をほとんど入手できていない人、成年後見制度や生

活困窮者自立支援制度などを聞いたことがない人も多くいます。福祉サービスや制度を知ら

なかった人が情報を入手し新たにサービスの受益者となることにより、市民の満足度は更に

高まる可能性があります。そのためには、情報の受け手の立場を考慮し広報の仕方を充実さ

せることが求められます。

また、市の福祉施策をより充実させるために重要な施策として「 気軽に相談できる場の充

実」 や「 子育て環境の充実」 があげられています。子育て環境の充実は、市の将来を担う次

世代の育成の観点からも重要な課題です。

地域福祉を推進するためには地域リーダーやボランティアの役割が重要ですが、住民懇談

会では、ボランティアの参加者が減っているとの意見が上がっています。その一方で、半数

の人は、機会があればボランティアに取り組んでもよいと考えていること、また、専門的な

知識や技能を持った人ほどボランティア活動への取組に積極的であることから、こうした市

民の意識や意欲を活かし地域を支える人材となっていただくためのしく みづく りが求めら

れています。

アンケート調査では、最後に「 幸福感」をおたずねしそのイメージの具体化を試みました。

回答には、「 いざという時は、支えられるという安心感があること」 や「 地域の人と日常的

にあいさつする関係があること」等が多くあげられましたが、このような幸福感が多い反面、

地域での交流が減ってきていることや緊急時の対応に対する不安が多いこともアンケート

や住民懇談会において示されています。

市民の幸福感を高めるためには、市民の「 支えられる安心感」 の醸成につながる地域づく

りやまちづく りの施策、更には地域福祉を推進するためのしくみを重点的、総合的に推進し

ていく必要があります。
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